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１．はじめに
１－１．背景
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訪⽇外国⼈観光客は、2015年には1,974万⼈に達し、「明⽇の⽇本を⽀
える観光ビジョン」において、2020年に4,000万⼈、2030年に6,000万⼈
の⽬標が設定された。
訪⽇外国⼈観光客の旅⾏消費額に占める買い物代の割合は、約３５％を
占め、訪⽇外国⼈観光客の増加に伴って、買物消費額も、⼤幅な増加が⾒
込まれる。

出典：観光庁「訪⽇外国⼈消費動向調査」

2014年 費⽬別旅⾏消費額



１．はじめに
１－２．⽬的
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訪⽇外国⼈観光客が増え、買物消費額の⼤幅な増加が⾒込まれる中で、
訪⽇外国⼈観光客が、⽇本でショッピングをする際には、⾔語の問題（説
明・価格表⽰）で不満や⼼配を感じるケースが多い。
そこで、製・配・販連携協議会・商品情報多⾔語ＷＧでは、こうした不満点
を軽減し、買物需要を⼀層拡⼤すべく、商品情報多⾔語化に関する検討を
通じて、基本的な考え⽅としてまとめた。

（出典）「販促会議」2015年1⽉号http://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000026.000002888.html



２．商品情報多⾔語化に関する基本的な考え⽅
２－２．対象分類、アイテム
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商品分類の表⽰で、必要最低限の商品情報提供になる。
– ⾷品か⾷品以外か、⽤途は何か、など。
– ⼀般公開予定のＪＩＣＦＳ分類の４⾔語翻訳例が参考にできる。

訪⽇外国⼈観光客の購買が多い商品分類は、服・かばん・靴、菓⼦類、電
気製品、化粧品・⾹⽔、医薬品・健康グッズ・トイレタリーなど。
– 上記分類内の対象アイテムから優先的に取り組む。
– 対象分類内での対象アイテムは、競争領域として、メーカー毎に、 訪⽇

外国⼈に紹介したい商品として取り組む。
＜ＪＩＣＦＳ分類の４⾔語翻訳例＞



２．商品情報多⾔語化に関する基本的な考え⽅
２－１．対応⾔語
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必須⾔語 ＜短期的な取組＞
– 英語を⺟国語としない国々でも、英語を理解できる⼈は多いため、⽇本語 情報

からまず、⽇本語特有の⾔い回しを除き、英語版の情報を作成する。

準必須⾔語 ＜中・⻑期的な取組（１）＞
– 訪⽇外国⼈の使⽤⾔語の上位は、中国語、英語、韓国語で全体の約９割を占

めることから、英語版の情報をもとに、中国語（簡体語／繁体語）、韓国語への
翻訳を基本とする。英語版から、各国語への翻訳は、⾃動翻訳の⽀援も考えら
れる。但し、⾃動翻訳の場合は、⾃動翻訳である旨の注記を表⽰する。

– メーカーが、中国語（簡体語／繁体語）、韓国語、その他の⾔語が作成可能で
あれば、それを優先する。

任意⾔語 ＜中・⻑期的な取組（２）＞
– 地域特性（例：タイ⼈韓国客が多い）への対応、他⾔語対応（タイ語、マレー

語、フィリピン語、ドイツ語、フランス語など）は、オプション（競争領域）とする。



２．商品情報多⾔語化に関する基本的な考え⽅
２－３．メーカー名、商品名
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＜商品名＞
– ⽇本語商品名をベースに、各国語の商品名がある場合は、当該商品名を表記する。

ない場合は、⽇本語商品名のアルファベット表記を基本とする。登録商標にも配慮す
る必要がある場合は、⽇本語表⽰のままとする。

＜メーカー名＞
– ⽇本語企業名をベースに、各国語の企業名がある場合は、当該企業名を表記する。

ない場合は、⽇本語企業名のアルファベット表記を基本とする。

– ＜事例＞（⽇本語）⽯屋製菓、
（中国語：繁体字）⽯屋制菓、（中国語：簡体字）⽯屋制菓、
（韓国語）이시야제과、（英語）Ishiya、（タイ語）Ishiya Seika 

– ＜事例＞（⽇本語）⽩い恋⼈、
（中国語：繁体字）⽩⾊恋⼈、（中国語：簡体字）⽩⾊戀⼈、
（韓国語）시로이 고이비토、（英語）Shiroi Koibito、
（タイ語）Shiroi Koibito



２．商品情報多⾔語化に関する基本的な考え⽅
２－４．商品コード、商品画像
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＜商品コード＞
– ＧＴＩＮ（ＪＡＮ／ＥＡＮ／ＵＰＣコード）を基本とする。

＜商品画像＞
– 最新の正⾯画像を基本とする。
– 側⾯画像や、裏⾯情報画像は、オプション（競争領域）とする。

＜参考＞ 運⽤ガイドライン 〜ネットスーパーに関わる商品画像データ交換の標準運⽤について〜

標準化項⽬ 標準仕様（規格） 補⾜事項

画像カット 原則、正⾯ ただし、商品の判断に悪影響を与えてしまう場合には、この限りではない

画像サイズ 500×500Ｐｉｘ（正⽅形）
解像度 ７２dpi
保存形式 ＪＰＥＧ
カラーモード ＲＧＢ

背景⾊ 原則、⽩
ただし、商品の⾊彩に悪影響を与えてしまう場合
（例 商品⾃体の⾊彩が⽩）には、この限りではない
（現状、⽇⽤品・医薬品業界では⿊が基本）

保存ファイル名 ＪＡＮコード.ｊｐｇ （複数画像の取り扱いの場合には、ＪＡＮコード_連番.ｊｐｇとする）
ただし、⽣鮮品などの場合には、⾃社コード.ｊｐｇを可とする



２．商品情報多⾔語化に関する基本的な考え⽅
２－５．商品説明、規格・容量、その他の情報
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＜商品説明＞
– 商品分類では、表せない商品の特徴を必要に応じて簡潔に表記する。

– その他、詳細な商品説明や、原材料など詳細な情報は、オプション（競争領
域）とする

＜規格・容量＞
– 表⽰する必要がある場合は、商品に応じた「単位」を明記する。

– 商品により、必要に応じて、容量（ml）、サイズ（mm）、重量（g）等

＜その他情報＞
– 成分表⽰、アレルギー情報等については、オプション（競争領域）とする。

– 医薬品の添付⽂書等の業界固有情報については、既に、公開の仕組みがあるた
め、家庭薬協会等の業界団体の検討に任せる。

– ハラル等の宗教上の問題については、検討の範囲外とした。



３．シームレスに配慮した共通インフラ基盤の⽅向性
３－１．全体概要
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商品情報の⼀元管理の重要性
– 情報の正確性を維持するためには、商品メーカーの登録する情報を起点にするこ

とが重要。
– 商品コードや商品名などの情報は、企業規模や業種を問わず共通性のある情報

であり、⼀元的に管理したうえで各社で利⽤することにより、各社の作業負荷軽減
が期待できる。

以下の共通インフラ基盤は、あくまでも⽅向性案であり、具体的には、実証
実験を経て、詳細に検討される予定。

多⾔語⽤
商品情報ＤＰ
（⽂字・画像）

プラネット
商品DB

ファイネット
ｼﾞﾔﾊﾟﾝｲﾝﾌｫﾚｯｸｽ

商品DB

JICSF分類マスタ
（多⾔語化）

業界DBから
⽇本語の商品情報、画像

をデータ連携

訪⽇外国⼈
在⽇外国⼈

URL登録で
メーカーHPへのジャンプ

メーカーHP

流通システム開発センター
で分類情報の多⾔語化

（4カ国語）

メーカー ⼩売
店頭

商品のバーコードをスキャンし
当該商品の情報を⼊⼿



３．シームレスに配慮した共通インフラ基盤の⽅向性
３－２．情報伝達⽅法
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業界ＤＢとの連携を前提
– 商品メーカーが商品情報を登録する既存の業界データベース（プラネット商品Ｄ

Ｂ、ＦＤＢ）を起点とする
– 業界データベースから⽇本語の必要項⽬・画像をデータ連携させた多⾔語⽤商

品情報データプールを構築
– 商品分類を多⾔語化されたＪＩＣＦＳ分類をもとに、４⾔語表⽰
– 詳細な情報は、メーカーの商品情報ホームページにリンク

– さらに、ＪＩＣＦＳメーカー登録分や、⼩売業の商品マスターの取り込みなどに
よって登録商品の網羅性を⾼めることなども検討する必要がある

多⾔語⽤
商品情報ＤＰ
（⽂字・画像）

プラネット
商品DB

ファイネット
ｼﾞﾔﾊﾟﾝｲﾝﾌｫﾚｯｸｽ

商品DB

JICSF分類マスタ
（多⾔語化）

訪⽇外国⼈
在⽇外国⼈

URL登録で
メーカーHPへのジャンプ

メーカーHP

メーカー ⼩売
店頭

商品のバーコードをスキャンし
当該商品の情報を⼊⼿

商品マスター

⼩売業

ＪＩＣＦＳ
メーカー直接

登録分

業界DBから
⽇本語の商品情報、画像

をデータ連携

流通システム開発センター
で分類情報の多⾔語化

（4カ国語）



３．シームレスに配慮した共通インフラ基盤の⽅向性
３－３．データ・アクセス⽅法とユーザー・インターフェース
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モバイル端末を活⽤
– 訪⽇外国⼈の多くが持参していると想定されるスマートホンなどのモバイル端末を活⽤

バーコードを活⽤
– モバイル端末⽤アプリで、商品に印刷されているバーコード（ＪＡＮコード）をスキャンし、
多⾔語⽤商品情報データプールにアクセス

– 但し、本番運⽤に向けて以下のような課題を解決することが前提
• ⼩売店舗内でのフリーＷｉ-Ｆｉ対応
• モバイル端末⽤アプリの開発・更新、普及推進

– 情報提供内容
• 段階１では、⽇本語の商品名、商品画像、商品分類の４カ国語表記と、多⾔語ページがある場合、
メーカーホームページへのＵＲＬリンクを予定。段階２では、情報提供内容の拡⼤を想定。

多⾔語⽤
商品情報ＤＰ
（⽂字・画像）

プラネット
商品DB

ファイネット
ｼﾞﾔﾊﾟﾝｲﾝﾌｫﾚｯｸｽ

商品DB

JICSF分類マスタ
（多⾔語化）

業界DBから
⽇本語の商品情報、画
像をデータ連携

訪⽇外国⼈
在⽇外国⼈

URL登録で
メーカーHPへのジャンプメーカーHP

流通システム開発センター
で分類情報の多⾔語化

（4カ国語）

メーカー ⼩売
店頭

商品のバーコードをスキャンし
当該商品の情報を⼊⼿
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３．シームレスに配慮した共通インフラ基盤の⽅向性
３－４．主な課題

第１段階
– 必要最低限の情報内容 ： 商品名、商品分類、商品画像など

（何のカテゴリーの商品か？）
– 収集可能な範囲での登録アイテム数 ： 業界データベースの活⽤
＋ 登録アイテム数の拡⼤！ ： ⼩売業の商品マスターの取り込みなど

– 多⾔語ページがあるメーカーホームページへのＵＲＬリンク

第２段階
– 情報内容の拡⼤！ ： 商品特徴、使⽤⽅法、使⽤上の注意など
– 業界データベースへの登録数の拡⼤！
– 多⾔語ページがあるメーカーホームページへのＵＲＬリンクの拡⼤！
– アクセス結果から得られる情報を、参加各社のマーケティングに活⽤！

実証実験を経て、今後の具体的なスケジュール化の予定



４．製・配・販の役割分担
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商品メーカーの役割
– 業界データベースへの正しい商品情報・画像のタイムリーな登録

– さらに、各社ホームページで、商品情報の多⾔語化を推奨する

卸売業役割
– 商品メーカーへの業界データベースへの商品情報登録の働きかけ

⼩売業の役割
– 訪⽇外国⼈旅⾏客／在⽇外国⼈の対応

増え続ける訪⽇外国⼈旅⾏客に対し、不満のない買物環境を提供するため
には、オール・ジャパンでの取り組みが必要である。
その⼀つとして、商品情報の多⾔語化は、幅広い商品の中から、⽇本の商品
を正しく選択し、購⼊して頂くためにも重要な取り組みである。
製・配・販事業者は、それぞれの⽴場から取り組みつつ、連携した取り組みに
対しても協⼒し合うことが望まれる。


